
 

新旧対照表 
変更前 変更後 

４ 構造改革特別区域の特性 

 

＜省略＞ 

 

今後、外国人研究者の受入れ、人材の育成及び外国企業の誘致等の

規制緩和を活用し「バイオバレープロジェクト」の加速化を図ること

により、バイオ産業を中心にアジアビジネス拠点の一翼を担うことが

十分可能な地域である。 

 

＜省略＞ 

 

（２）大学・研究機関等の集積 

 

＜省略＞ 

 

さらに、（株）久留米リサーチ・パークは、ハード・ソフト両面の

バイオベンチャー支援を備えた「福岡バイオインキュベーションセン

ター」を平成１６年４月に開設、平成１９年４月には研究開発から製

品製造へステップアップしたバイオベンチャーを対象とした貸工場

施設「福岡バイオファクトリー」を整備する計画であり、研究開発か

ら製品製造までの一貫した支援体制を整備し、バイオベンチャーの育

成、定着によりバイオクラスター形成を促進する。 

 

（３）バイオ関連企業等の活動 

４ 構造改革特別区域の特性 

 

＜省略＞ 

 

今後、外国企業の誘致等の規制緩和を活用し「バイオバレープロジ

ェクト」の加速化を図ることにより、バイオ産業を中心にアジアビジ

ネス拠点の一翼を担うことが十分可能な地域である。 

 

 

＜省略＞ 

 

（２）大学・研究機関等の集積 

 

＜省略＞ 

 

さらに、（株）久留米リサーチ・パークは、ハード・ソフト両面の

バイオベンチャー支援を備えた「福岡バイオインキュベーションセン

ター」を平成１６年４月に開設、平成１９年４月には研究開発から製

品製造へステップアップしたバイオベンチャーを対象とした貸工場

施設「福岡バイオファクトリー」も開設、研究開発から製品製造まで

の一貫した支援体制を整備し、バイオベンチャーの育成、定着により

バイオクラスター形成を促進する。 

 

（３）バイオ関連企業等の活動 



 

変更前 変更後 

＜省略＞ 

 

（株）久留米リサーチ・パークは、福岡バイオバレープロジェクト

推進の中核機関であり、その運営するリサーチセンタービル、「福岡

バイオインキュベーションセンター」にはバイオベンチャーが１１

社・プロジェクトが入居している。 

 

＜省略＞ 

 

５ 構造改革特別区域計画の意義 

 

＜省略＞ 

 

本計画は、企業の研究開発力の強化によるバイオ産業の振興を図る

ため、外国人研究者の活用及び外国企業の誘致等に係る規制緩和を導

入し、各種プロジェクトの加速化を促進することにより地域の活性化

を図るものである。また、規制緩和の導入によるバイオ産業の振興モ

デルを示すことにより、わが国の構造改革の推進に寄与することが出

来るものと考えている。 

 

６ 構造改革特別区域計画の目標 

 

＜省略＞ 

 

具体的には、企業、大学、行政等２４９の機関・人で構成する｢福 

＜省略＞ 
 
（株）久留米リサーチ・パークは、福岡バイオバレープロジェクト

推進の中核機関であり、その運営するリサーチセンタービル、「福岡

バイオインキュベーションセンター」、「福岡バイオファクトリー」に

はバイオベンチャーが１９社・プロジェクトが入居している。 
 

＜省略＞ 

 

５ 構造改革特別区域計画の意義 

 

＜省略＞ 

 
本計画は、企業の研究開発力の強化によるバイオ産業の振興を図る

ため、外国企業の誘致等に係る規制緩和を導入し、各種プロジェクト

の加速化を促進することにより地域の活性化を図るものである。ま

た、規制緩和の導入によるバイオ産業の振興モデルを示すことによ

り、わが国の構造改革の推進に寄与することが出来るものと考えてい

る。 

 

６ 構造改革特別区域計画の目標 

 

＜省略＞ 

 

具体的には、企業、大学、行政等３６９の機関・人で構成する｢福 



 

変更前 変更後 

岡県バイオ産業拠点推進会議｣を中核推進組織として、久留米大学の

臨床研究システム（「久留米大学個別最適医療研究開発産学地域共同

機構」）を活用した創薬及び機能性食品をはじめとする様々な産学官

連携プロジェクトやベンチャー育成に取り組んでいる。 

本計画は、この「福岡バイオバレープロジェクト」等の事業を加速

するために、外国人研究者の受入れ、人材の育成及び外国企業の誘致

等の分野の規制の特例を導入するとともに、福岡地域の九州大学にお

けるバイオ分野の能力を活用する等、「福岡アジアビジネス特区」を

推進する福岡市とも緊密な連携を図ることにより、内外のバイオ関連

企業やベンチャー企業が集積する一大バイオ産業拠点の形成を目指

すものである。 

 

＜省略＞ 

 

８ 特定事業の名称 

○ 外国人研究者受入れ促進事業 

○ 特定事業等に係る外国人の入国・在留諸申請優先処理事業 

○ 特定事業に係る外国人の永住許可弾力化事業 

○ 地方公共団体の助成等による外国企業支店等開設促進事業 

 

９ 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとす

る特定事業に関連する事業その他の構造改革特別区域計画の実

施に関し地方公共団体が必要と認める事項 

岡県バイオ産業拠点推進会議｣を中核推進組織として、久留米大学の

臨床研究システム（「久留米大学個別最適医療研究開発産学地域共同

機構」）を活用した創薬及び機能性食品をはじめとする様々な産学官

連携プロジェクトやベンチャー育成に取り組んでいる。 

本計画は、この「福岡バイオバレープロジェクト」等の事業を加速

するために、外国企業の誘致等の分野の規制の特例を導入するととも

に、福岡地域の九州大学におけるバイオ分野の能力を活用する等、「福

岡アジアビジネス特区」を推進する福岡市とも緊密な連携を図ること

により、内外のバイオ関連企業やベンチャー企業が集積する一大バイ

オ産業拠点の形成を目指すものである。 

 

 

＜省略＞ 

 

８ 特定事業の名称 

○ 特定事業等に係る外国人の入国・在留諸申請優先処理事業 
○ 地方公共団体の助成等による外国企業支店等開設促進事業 

 
 
 
９ 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとす

る特定事業に関連する事業その他の構造改革特別区域計画の実

施に関し地方公共団体が必要と認める事項 



 

変更前 変更後 

＜省略＞ 

 

（１）バイオ産業拠点形成のためのプロジェクト 

 

＜省略＞ 

 

② 福岡バイオファクトリーの整備 

バイオベンチャーの一層の育成を図るため、研究成果の実用化を目

指すバイオベンチャーを対象とした貸工場を建設し、「福岡バイオイ

ンキュベーションセンター」と一体となった支援体制を整備する。 

 

＜省略＞ 

 

④ 福岡バイオバレー事業の展開 

福岡県バイオ産業拠点推進会議（平成 13 年 9 月設立、会員 249 企

業・機関・人）を中核推進組織（事務局；㈱久留米リサーチ・パー

ク）として下記の事業を実施する。 

 

＜省略＞ 

 
○研究開発・ベンチャー支援 

・国の公募型研究プロジェクト等への取り組みとして、進行がん

に対するテーラーメイドペプチドワクチンの開発（文部科学

省）やＣ型肝炎診断キットの開発（経済産業省）などを実施 

＜省略＞ 

 

（１）バイオ産業拠点形成のためのプロジェクト 

 

＜省略＞ 

 

② 福岡バイオファクトリーの活用 

バイオベンチャーの一層の育成を図るため、研究成果の実用化を目

指すバイオベンチャーを対象とした貸工場を活用し、「福岡バイオイ

ンキュベーションセンター」と一体となった支援を行う。 

 

＜省略＞ 

 
④ 福岡バイオバレー事業の展開 

福岡県バイオ産業拠点推進会議（平成 13 年 9 月設立、会員 369 企

業・機関・人）を中核推進組織（事務局；㈱久留米リサーチ・パー

ク）として下記の事業を実施する。 

 

＜省略＞ 

○研究開発・ベンチャー支援 

・国の公募型研究プロジェクト等への取り組みとして、進行がん

に対するテーラーメイドペプチドワクチンの開発（文部科学

省）などを実施 



 

変更前 変更後 

・地域独自のバイオベンチャー等育成事業による中小企業・ベン

チャーの研究開発支援として６課題／年の研究開発を助成 

 

＜省略＞ 

 

(２)ベンチャー育成のためのプロジェクト 

⑤ ふくおかベンチャーマーケット 

 

＜省略＞ 

 

【実績・成果】 

○ 毎月１０社がプレゼン 
○ 平成１８年８月までに８２回開催、１２２０社がプレゼン。 

内訳：県内企業６７５社、県外企業４９５社、 

海外企業５０社（韓国３１社、インド７社、香港６社、

マレーシア２社、シンガポール１社、中国１社、米国１

社、イスラエル１社） 

○ 平成１８年７月までのプレゼン企業１２１０社のうち、 

・ 商談に至った企業  ７６３社（６３．１％） 

・ 商談が成立した企業 ２０４社（１６．９％） 

 

＜省略＞ 

 

（４）海外企業誘致の取組 

 

・地域独自のバイオベンチャー等育成事業による中小企業・ベン

チャーの研究開発支援として１０課題／年の研究開発を助成 

 

＜省略＞ 

(２)ベンチャー育成のためのプロジェクト 

⑤ ふくおかベンチャーマーケット 

 

＜省略＞ 

 

【実績・成果】 

○ 毎月１０社がプレゼン 
○ 平成２２年３月までに１２５回開催、１７４９社がプレゼン。 

内訳：県内企業１０１１社、県外企業６８３社、 

海外企業５５社（韓国３３社、インド７社、マレーシア

２社、シンガポール１社、中国１０社、米国１社、イス

ラエル１社） 

○ 平成２２年２月までのプレゼン企業１７４１社のうち、 

・ 商談に至った企業  １１８４社（６８％） 

・ 商談が成立した企業 ３０９社（１８％） 

 

＜省略＞ 

 
（４）海外企業誘致の取組 

 



 

変更前 変更後 

＜省略＞ 

 

⑩ 海外バイオクラスターとの交流連携 

これまで行ってきた韓国の春川バイオ産業振興院との交流を日本

貿易振興機構の LL 事業を活用し一層の促進を図るため、ミッション

の派遣や互いの国際フォーラムに出展するなど地域間のビジネス交

流を行う。 
 

＜省略＞ 

 

 

＜省略＞ 

 

⑩ 海外バイオクラスターとの交流連携 

これまで行ってきた韓国の春川バイオ産業振興院との交流の一層

の促進を図るため、ミッションの派遣や互いの国際フォーラムに出展

するなど地域間のビジネス交流を行う。 
 

 

＜省略＞ 

 

 



 

変更前 変更後 

別 紙 

 

１ 特定事業の名称 

  外国人研究者受入れ促進事業（５０１，５０２，５０３） 
 

２ 規制の特例措置の適用を受けようとする者 

① 特区内の研究機関又は企業でバイオ分野の研究を行う外国人及びそ

の研究成果を基に事業活動を行う外国人 
② ①の扶養を受ける配偶者及び子である外国人 

 

３ 当該規制の特例措置に適用の開始の日 

  特区計画認定後直ちに 

 

４ 特定事業の内容 

  特区内の次のバイオ関連研究機関及び企業が、外国人研究者を受け入

れて研究開発及び事業活動の機能を強化する。その結果、研究の高度化

を通じて新規事業が創出され、特区内の産業活動を活性化し、アジアに

おけるバイオ産業の拠点形成を促進する。 
 

機関及び施設の概要 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

＜削  除＞ 



 

変更前 変更後 

  

機関名 施設名 所在地 機関の概要 

久 留 米

大学 

 

医学部 

 

久 留 米

市 旭 町

67 

 

分野：バイオ 

  （中核施設） 

理由：ゲノム創薬を中心とするトラ

ンスレーショナルリサーチ（探索的

臨床研究）等を行っている。 

  〃 先 端 癌

治 療 研

究 セ ン

ター 

   

〃 

分野：バイオ 

  （中核施設） 

理由：バイオ技術を活用したテーラ

ーメード型肝癌ワクチン等研究開

発を行っている。 

久 留 米

大学 

循環器

病研究

所 

 

   

〃 

分野：バイオ 

  （中核施設） 

理由：バイオ技術を活用した各種血

管病の基礎及び臨床研究を行って

いる 

  〃 分 子 生

命 科 学

研究所 

久 留 米

市 百 年

公 園 １

－ １ 久

留 米 リ

サ ー チ

パーク 

分野：バイオ 

  （中核施設） 

理由：遺伝子情報、高分子化学、細

胞工学の３つの部門から構成され

るバイオサイエンス分野の基礎研

究を行っている。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

＜削  除＞ 



 

変更前 変更後 

 

５ 当該規制の特例措置の内容 

【特区法第１５条第１号及び２号に該当することを判断した根拠を示す 

機関名 施設名 所在地 機関の概要 

県 立 福

岡 県 工

業 技 術

セ ン タ

ー 

生 物 食

品 研 究

所 

久 留 米

市 合 川

町 

１４６

５－５ 

 

分野：バイオ 

  （中核施設） 

理由：バイオ技術を活用した機能性

食品等の研究開発を行っている。 

㈱ ジ ー

エ ヌ ア

イ 

研 究 開

発ラボ 

久 留 米

市 百 年

公 園 １

－ １ 久

留 米 リ

サ ー チ

パーク 

分野：バイオ 

  （中核施設） 

理由：創薬支援ツールとしてのバイ

オインフォマティクス技術開発を

行っている。 

Medgene 

Inc㈱ 

Ｒ ＆ Ｄ

セ ン タ

ー 

久 留 米

市 百 年

公 園 １

－ １ 久

留 米 リ

サ ー チ

パーク 

分野：バイオ 

  （中核施設） 

理由：遺伝子技術を用いた診断機

器、薬、化粧品、食品等の研究開発

を行っている。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

＜削  除＞ 



 

変更前 変更後 

内容】 
本区域には、中核的な研究施設である久留米大学(医学部)をはじめ、

久留米工業高等専門学校、久留米工業大学、福岡県工業技術センター

生物食品研究所、福岡県森林林業技術センター、（独）農業技術研究

機構九州沖縄農業技術センター等多くのバイオ関連試験研究機関が

集積している。 
産学共同研究の実績がある企業やその研究成果を活用したベンチ

ャーが立地を予定しており、今後、外国人研究者を採用することによ

り研究開発が進展し、新規事業の創出が加速される。また、本区域は、

アジア地域と近く、中国や韓国、東南アジア等は、研究リソースとな

る微生物が生息する地域であり、それらに精通した外国人研究者を企

業に参画させることで、研究開発の進展とアジアでのビジネス展開を

有利に運ぶことができる。 

 
 
 

 
 

 
＜削  除＞ 



 

変更前 変更後 

別 紙 

 

１ 特定事業の名称 

  特定事業に係る外国人の入国･在留諸申請優先処理事業（５０４） 

 

２ 規制の特例措置の適用を受けようとする者 

  久留米アジアバイオ特区における「外国人研究者受入れ促進事業」及

び「地方公共団体の助成等による外国企業支店等開設促進事業」に該当

する外国人 

 

＜省略＞ 

 

４ 特定事業の内容 

  特区内の研究機関及び企業が、外国人研究者を受け入れて研究開発及

び事業活動の機能を強化する。また、特区内に外国企業が支店等を開設

しやすい環境を整備し、外国からの投資を拡大させる。その結果、研究

の高度化を通じて新規事業が創出されるとともに外国からの投資拡大

により、特区内の産業活動を活性化し、アジアにおけるバイオ産業の拠

点形成を促進する。 
 

機関及び施設の概要 

(外国人研究者受入れ促進事業) 

 

 

別 紙 

 

１ 特定事業の名称 

  特定事業に係る外国人の入国･在留諸申請優先処理事業（５０４） 

 

２ 規制の特例措置の適用を受けようとする者 

  久留米アジアバイオ特区における「地方公共団体の助成等による外国

企業支店等開設促進事業」に該当する外国人 

 

 

＜省略＞ 

 

４ 特定事業の内容 

  特区内に外国企業が支店等を開設しやすい環境を整備し、外国からの

投資を拡大させる。その結果、外国からの投資拡大により、特区内の産

業活動を活性化し、アジアにおけるバイオ産業の拠点形成を促進する。 
 

 

 

 
＜削  除＞ 

 



 

変更前 変更後 
 

機関名 施設名 機関の概要 外国人の活動内容 

久留米

大学 

 

医学部 分野：バイオ 

  （中核施設） 

理由：ゲノム創薬を中心とする

トランスレーショナルリサー

チ（探索的臨床研究）等を行っ

ている。 

研究活動（当該外国

人の配偶者又は子

としての活動を含

む。以下同じ。） 

  〃 

 

先端癌

治療研

究セン

ター 

分野：バイオ 

  （中核施設） 

理由：バイオ技術を活用したテ

ーラーメード型肝癌ワクチン

等研究開発を行っている。 

〃 

久留米

大学 

循環器

病研究

所 

分野：バイオ 

  （中核施設） 

理由：バイオ技術を活用した各

種血管病の基礎及び臨床研究

を行っている 

研究活動（当該外

国人の配偶者又は

子としての活動を

含む。以下同じ。）

 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜削  除＞ 

 
 



 

変更前 変更後 
 

機関名 施設名 機関の概要 外国人の活動内容 

〃 

 

分子生

命科学

研究所

分野：バイオ 

  （中核施設） 

理由：遺伝子情報、高分子化学、

細胞工学の３つの部門から構

成されるバイオサイエンス分

野の基礎研究を行っている。 

〃 

福岡県

工業技

術セン

ター 

生物食

品研究

所 

分野：バイオ 

  （中核施設） 

理由：バイオ技術を活用した機

能性食品等の研究開発を行っ

ている。 

〃 

㈱ジー

エヌア

イ 

研究開

発ラボ

分野：バイオ 

  （中核施設） 

理由：創薬支援ツールとしての

バイオインフォマティクス技

術開発を行っている。 

研究及び事業活動 

Medgen

e Inc㈱ 

Ｒ＆Ｄ

センタ

ー 

分野：バイオ 

  （中核施設） 

理由：遺伝子技術を用いた診断

機器、薬、化粧品、食品等の研

究開発を行っている。 

研究及び事業活動 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

＜削  除＞ 

 



 

変更前 変更後 

（地方公共団体の助成等による外国企業支店等開設促進事業） 

機関名(所在地) 施設名 施設の概要 外国人の活動

内容 

・ テナントオフィス 

・ 26.0㎡～285.3㎡／室

（面積は変更可能） 

・ 42 部屋 

㈱久留米ビジネ

スプラザ（福岡

県久留米市宮ノ

陣四丁目 29 番

11 号） 

久 留 米

ビ ジ ネ

ス プ ラ

ザ 

・ インキュベートルー

ム 

・ 26.0 ㎡～36.1 ㎡／室

・ 6 部屋 

支店等の開設

又は勤務 

 

 

 

（地方公共団体の助成等による外国企業支店等開設促進事業） 

機関名(所在地) 施 設 名

（ 所 在

地） 

施設の概要 外国人の活動

内容 

・ テナントオフィス 

・ 26.0㎡～285.3㎡／室

（面積は変更可能） 

・ 47 部屋 

福岡県及び久留

米市が行う地方

公共団体の助成

による外国企業

支店等開設促進

事業において福

岡県及び久留米

市が助成の対象

として指定し又

は転貸する施設

を事業所として

使 用す る機関

（当該施設の所

在地と同一） 

久 留 米

ビ ジ ネ

ス プ ラ

ザ 

（ 福 岡

県 久 留

米 市 宮

ノ 陣 四

丁目 29

番 11

号） 

・ インキュベートルー

ム 

・ 19.2 ㎡～19.3 ㎡／区

画 

・ 1 部屋 

左記機関にお

いて行う支店

等開設準備に

係る活動であ

って，「企業内

転勤」の在留

資格に係る活

動 

 

 



 

変更前 変更後 

５ 当該規制の特例措置の内容 

① 外国人研究者受入れ促進事業（５０１，５０２，５０３）及び特定

事業に係る外国人の永住許可弾力化事業（５０５）並びに地方公共

団体の助成等による外国企業支店等開設促進事業（５１２）と併せ

て実施するものである。 

 
② ①の特定事業に外国人が従事しており、今後、さらに従事する外国

人が増える予定がある。 
 

＜省略＞ 

５ 当該規制の特例措置の内容 

① 地方公共団体の助成等による外国企業支店等開設促進事業（５１

２）と併せて実施するものである。 

 
 
 
② 今後、①の特定事業に係る外国企業支店等開設準備に従事する外国

人が増える予定がある。 
 

 

＜省略＞ 



 

変更前 変更後 

別 紙 

 

１ 特定事業の名称 

  特定事業に係る外国人の永住許可弾力化事業（５０５） 

 

２ 規制の特例措置の適用を受けようとする者 

  久留米アジアバイオ特区における「外国人研究者受入れ促進事業」に

該当する外国人 

 

３ 当該規制の特例措置に適用の開始の日 

  特区計画認定後直ちに 

 

４ 特定事業の内容 

特区内の研究機関及び企業が受入れた外国人研究者を中心に、バイオ

ベンチャー企業の研究開発及び事業活動が活性化され、地域経済全体に

も波及して事業活動が拡大する。 
そのような外国人の永住を促進し、事業に専念させることにより、ア

ジアにおけるバイオ産業の拠点形成を加速させる。 
 

外国人の活動概要 
機関名 施設名 機関･施設の概要 外国人の活動内容 

㈱ ジ ー エ

ヌアイ 

久留米リサ

ーチセンタ

ー内 

バイオインフォマ

ティクス関連事業

を展開 

研究及び事業活動 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

＜削  除＞ 

 



 

変更前 変更後 

５ 当該規制の特例措置の内容 

  ① 外国人研究者受入れ促進事業（５０１，５０２，５０３）及び特定

事業に係る外国人の入国･在留諸申請優先処理事業（５０４）と併

せて実施するものである。 

 
② ①の特定事業に外国人が従事しており、今後、さらに従事する外国

人が増える予定がある。 
 

 ③ ①の特定事業が、構造改革特別区域計画の中に明示されている。 

 
 
 
 

＜削  除＞ 

 



 

変更前 変更後 

別 紙 

 

１ 特定事業の名称 

地方公共団体の助成等による外国企業支店等開設促進事業 ５１２ 
 

＜省略＞ 

 

４ 特定事業の内容 

 

＜省略＞ 

 

（５）外国企業に対する助成及び特定した施設の概要 

① 

ア）名称：久留米市産業振興奨励金  

イ）目的：本市における産業立地を促進し、もって雇用機会の拡大と

産業の振興を図る。 
ウ）指定される施設の概要 

 名称…久留米ビジネスプラザ 

特例措置の適用を希望する部分…テナントオフィス 計４２室

（４２区画） 

※【２階フロア「１２室（１２区画）」、３階フロア「１２室（１

２区画）」、４階フロア「１２室（１２区画）」、５階フロア「６室

（６区画）】 

 

＜省略＞ 

別 紙 

 

１ 特定事業の名称 

地方公共団体の助成等による外国企業支店等開設促進事業 ５１２ 
 

＜省略＞ 

 

４ 特定事業の内容 

 

＜省略＞ 

 

（５）外国企業に対する助成及び特定した施設の概要 

① 

ア）名称：久留米市産業振興奨励金  

イ）目的：本市における産業立地を促進し、もって雇用機会の拡大と

産業の振興を図る。 
ウ）指定される施設の概要 

 名称…久留米ビジネスプラザ 

特例措置の適用を希望する部分…テナントオフィス 計４７室

（４７区画） 

※【２階フロア「１１室（１１区画）」、３階フロア「１２室（１

２区画）」、４階フロア「１２室（１２区画）」、５階フロア「１２

室（１２区画）】 

 

＜省略＞ 



 

変更前 変更後 

② 

ア）名称：ビジネスインキュベーション事業 

イ）目的：インキュベートルームを拠点として、活力あふれるベンチ

ャー企業や新事業の創出を図る。 
ウ）指定される施設の概要 

 名称…久留米ビジネスプラザ 

特例措置の適用を希望する部分…インキュベートルーム 計６室

（６区画） 

※【５階フロア「６室（６区画）」】

 

＜省略＞ 

 

５ 当該規制の特例措置の内容 

(１) 外国企業（地方公共団体において、事業の実施が確実で当該事業の実施

が特区内の産業発展等に資すると認められる外国企業に限る。）が本邦にお

いて事業を行う拠点となる当該特区内の事業所の確保を支援するため、当

該外国企業に対して当該特区内においてその事業の用に供する施設を地方

公共団体が助成の対象として指定し又は地方公共団体等が転貸するための

必要な措置が講じられていること。 

 

＜省略＞ 

 

[要件] 
①賃貸借が可能である施設が存在していること（ただし、居住することを前提と

した施設等、事業所として継続的に事業を行っていくことが不適切であるもの

② 

ア）名称：ビジネスインキュベーション事業 

イ）目的：インキュベートルームを拠点として、活力あふれるベンチ

ャー企業や新事業の創出を図る。 
ウ）指定される施設の概要 

 名称…久留米ビジネスプラザ 

特例措置の適用を希望する部分…インキュベートルーム 計１室

（４区画） 

※【２階フロア「１室（４区画）」】 

 

＜省略＞ 

 

５ 当該規制の特例措置の内容 

(１) 外国企業（地方公共団体において、事業の実施が確実で当該事業の実施

が特区内の産業発展等に資すると認められる外国企業に限る。）が本邦にお

いて事業を行う拠点となる当該特区内の事業所の確保を支援するため、当

該外国企業に対して当該特区内においてその事業の用に供する施設を地方

公共団体が助成の対象として指定し又は地方公共団体等が転貸するための

必要な措置が講じられていること。 

 

＜省略＞ 

 

[要件] 
①賃貸借が可能である施設が存在していること（ただし、居住することを前提と

した施設等、事業所として継続的に事業を行っていくことが不適切であるもの 



 

変更前 変更後 

は除く。）。 

久留米ビジネスプラザはテナントオフィス４２室、インキュベートル

ーム６室を備えているが、現在テナントオフィス２室（406、502 号室）、

インキュベートルーム２室（503、504 号室）が空室であるため賃貸借が

可能である施設として指定する。 

 

＜省略＞ 

 

③本邦に入国後、当該賃貸借契約を行った場合には、当該外国企業は、速や

かに地方公共団体を通じて契約書の写しを地方入国管理局へ提出するこ

と。また、指定された施設を使用しない場合、又は使用することができなくなっ

た場合においては、地方公共団体において代替となる施設を斡旋する等、事

業所の創設を確実に担保することが可能となるような措置を講ずること。 
 

＜省略＞ 

 

なお、施設を使用することができなくなった場合における措置につい

ては、５０９事業で指定していた㈱久留米リサーチ・パークが運営する

施設（一般事務所５室、研究開発棟１室、インキュベーションセンター

５室が空室）を斡旋するよう、先方の内諾を得ている。 

 

 

＜省略＞ 

 

は除く。）。 

久留米ビジネスプラザはテナントオフィス４７室、インキュベートル

ーム１室４区画を備えているが、現在テナントオフィス３室（305、505、

507 号室）、インキュベートルーム１室（205 号室）４区画が空室であ

るため賃貸借が可能である施設として指定する。 

 

＜省略＞ 

 

③本邦に入国後、当該賃貸借契約を行った場合には、当該外国企業は、速や

かに地方公共団体を通じて契約書の写しを地方入国管理局へ提出するこ

と。また、指定された施設を使用しない場合、又は使用することができなくなっ

た場合においては、地方公共団体において代替となる施設を斡旋する等、事

業所の創設を確実に担保することが可能となるような措置を講ずること。 
 

＜省略＞ 

 

なお、施設を使用することができなくなった場合における措置につい

ては、５０９事業で指定していた㈱久留米リサーチ・パークが運営する

施設（一般事務所２２室、研究開発棟２室、インキュベーションセンタ

ー７室、バイオファクトリー３室が空室）を斡旋するよう、先方の内諾

を得ている。 

 

＜省略＞ 

 



 

変更前 変更後 

(３) 当該特区において外国企業が集積することにより、当該外国企業が実施

する事業が属する分野の産業の発展が相当程度見込まれること。 

当地域においては平成１３年９月、県、市、久留米大学、九州大学及

び内外のバイオ関連企業等産学官１００社・団体で、「福岡県バイオ産

業拠点推進会議」を設立し、現在では１４８社・団体の参画を得、①産

学官連携による研究開発、その成果の産業化や②アジアを中心とする海

外人材の積極的活用等を目標に掲げ、久留米市を中心に、バイオ産業の

拠点化を図るべく「福岡バイオバレープロジェクト」に取り組んでいる。

これらの取り組みにより、平成１６年４月に開設した福岡バイオイン

キュベーションセンター等を中心にバイオベンチャー等の集積が進ん

でいる。（平成１８年４月時点で福岡県５０数社、久留米市１１社） 

また、文部科学省の支援を受けた都市エリア産学官連携促進事業等を

活用した産学官共同研究も一般型を終了し、発展型へと進んでおり、当

該地域おけるバイオベンチャー創出・集積の可能性が高まっている。 

さらに、外国からの投資の拡大により、特区内のバイオ産業の活動が

活性化し、アジアにおけるバイオ産業の拠点形成を促進するものと見込

まれる。 

(３) 当該特区において外国企業が集積することにより、当該外国企業が実施

する事業が属する分野の産業の発展が相当程度見込まれること。 

当地域においては平成１３年９月、県、市、久留米大学、九州大学及

び内外のバイオ関連企業等産学官１００社・団体で、「福岡県バイオ産

業拠点推進会議」を設立し、現在では２３８社・団体の参画を得、①産

学官連携による研究開発、その成果の産業化や②アジアを中心とする海

外人材の積極的活用等を目標に掲げ、久留米市を中心に、バイオ産業の

拠点化を図るべく「福岡バイオバレープロジェクト」に取り組んでいる。 

これらの取り組みにより、平成１６年４月に開設した福岡バイオイン

キュベーションセンター等を中心にバイオベンチャー等の集積が進ん

でいる。（平成２２年６月時点で福岡県１２０数社、久留米市２９社） 

また、文部科学省の支援を受けた都市エリア産学官連携促進事業等を

活用した産学官共同研究も一般型、発展型が終了し、現在は、同省の地

域イノベーションクラスタープログラムに取組んでおり、当該地域おけ

るバイオベンチャー創出・集積の可能性が高まっている。 

さらに、外国からの投資の拡大により、特区内のバイオ産業の活動が

活性化し、アジアにおけるバイオ産業の拠点形成を促進するものと見込

まれる。 
 

 


